
令和８年度 特別養護老人ホーム設置の手引き改正事項 

 

該当部分 

ページ・番号等 
改正内容 

Ｐ７ ・【施設についてよく知りましょう】：ウ 設置される市町村や入所が想

定される周辺地域の待機者の状況を確認するとともに、近隣の施設の入

所状況や新たな高齢者施設の整備状況も確認することを追記 

Ｐ２２ ・【施設設立計画書を作成します】：オ 介護職員等職員確保計画につい

て、単に人数ではなく、いつ頃からどのように職員の募集活動をスター

トし採用するか等の例を追記 

Ｐ２３～３１ ・【社会福祉法人設立認可等協議書及び老人福祉施設設立計画書の提

出】及び【設立計画書作成に当たっての留意事項】を資料編から本文

へ移動 

Ｐ２６ ・（４）特別養護老人ホームのホテルコスト（月額）：食費を更新 

Ｐ２７・２８ 

 

・特別養護老人ホームの要介護度及び特別養護老人ホームの人件費につ

いて老人福祉施設台帳最新版（R7.4.1）に基づく数字に修正 

Ｐ２９ ・４ 平面図・配置図：全ての図面に必ず方位を記入することを追記 

Ｐ３０ ・５ 施設整備にあたっての留意点（６）広域型特別養護老人ホームと

指定小規模多機能型居宅介護事業所又は認知症対応型グループホームを

併設する場合の留意事項の文言整理。 

Ｐ４８ ・（２）職員の確保、定着、育成について、ユニット型施設の管理者の研

修受講について追記 

Ｐ５０～５４ ・【補助制度の概念図】、【特別養護老人ホーム等整備事業費県費補助金補

助基準額 】、【施設整備・法人設立事務日程例】、【埼玉県高齢者支援計画・

老人福祉圏域】、【圏域別施設整備相談窓口一覧】を資料編から本文へ移

動 

Ｐ５０、５１ ・県費補助単価：特別養護老人ホーム等整備事業費県費補助金交付要綱

の改正後の金額を反映 

Ｐ５９ ・就任承諾書：禁固を拘禁に修正 

Ｐ６１ ・欠格事由等の確認書【別紙】：禁固を拘禁に修正 

Ｐ６７～６８ ・法人履歴事項全部証明書に法人番号欄を追加 

Ｐ１０１ ・法人履歴事項全部証明書に法人番号欄を追加 

Ｐ１３６ ・裏表紙を削除 

 その他、軽微な修正（時点修正やページの調整等） 


